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※本ニュースレターは、英文ニュースレターの翻訳版です。 

日本語訳と原文（英文）に差異が生じた場合には、原文が優先されます。 

タイの移転価格法令では、収益が 2 億タイバーツ以上の法人やパートナーシ

ップ（以下「法人等」）に対して、関連者間取引が独立企業間価格で行わ

れていることを裏付ける文書作成の義務を課しています。この文書は、タ

イ歳入局長官の承認に基づく税務調査官からの通知を受け取った後、一定

期間内に提出することが求められています。 

この度、タイ歳入局はローカル移転価格文書（以下「ローカルファイ

ル」）に記載されるべき内容に関する歳入局長官告示（No.407 ）（以下

「告示」）を公表しました。なお、マスターファイルや国別報告書に関す

る規定はこの告示には含まれておらず、近日中の公表が待たれます。 

ローカルファイルに記載が必要な事項 

ローカルファイルの提出が必要な法人等（以下「報告法人」）が記載を要

する主な情報は、以下のとおりです。 

事業概要 

• 事業内容、主要取引先を含むバリューチェーン、主要な競合他社、事業

戦略、業界分析などの説明 

• 従業員数を含む現地法人の組織図 

• 報告法人との取引がある関連法人等の株主構成図 

• 分析対象である会計期間又はそれ以前の会計期間に関連者間で行われた

事業再編の内容と当該事業再編が収益性へ与える影響 
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• 関連者間で移転された無形資産と報告法人の収益性への影響についての

記述 

関連者間取引及び移転価格分析 

• カテゴリー、相手先、その国、取引額を示した関連者間取引のリスト 

• 上記のうち、重要と考えられる関連者間取引については、取引内容及び

取引価格設定方針の説明 

• 重要な関連者間取引に関するすべての契約書のリスト（主要な情報及び

価格条件の概要を含む） 

• 上記の重要な関連者間取引に関する報告法人及び関連者の機能、資産及

びリスクの分析、並びに前会計期間との相違点 

• 重要な関連者間取引に適用する移転価格算定方法を採用した理由（他の

移転価格算定方法を不採用とした理由を含む）及び移転価格算定方法を

適用する検証対象法人の特定 

• 採用した移転価格算定方法を適用したベンチマーキング分析の詳細（以

下を含む） 

➢ 比較対象取引又は比較対象法人等を特定するための選定プロセ

ス及び情報源 

➢ 最終の比較対象取引又は比較対象法人等のリスト 

➢ 選択された利益水準指標に基づく独立企業間レンジ 

また、検証対象である関連者間取引の財務情報も含まれなければなりませ

ん。税務調査官は、移転価格分析のために、歳入局長官が承認した通知に

基づき上記以外の情報を要求することもできます。 

OECD ローカルファイルとの整合性 

この告示は OECD Transfer Pricing Guidelines（2017）に記載されているローカ

ルファイルの推奨内容と概ね一致しています。OECD が推奨する内容に追加

する注目すべき事項は、以下のとおりです。 

• バリューチェーン分析 

• 重要な関連者取引に関する契約書の主な条項の要約（OECD は契約書

のコピーのみの提供を推奨している） 

• 適切な移転価格算定方法を選択した理由に加えて、他の移転価格算

定方法を採用しなかった理由についても説明する必要がある 

重要性 

この告示では、重要な関連者間取引のみを詳細に分析することが求められ

ています。グループ会社は通常、複数の関連者と様々な種類の取引を行っ

ているため、どの取引を分析すべきかという問題は分析を行う作業範囲を

定義する上で重要です。また、不完全なローカルファイルを作成した場合

には、罰則が科せられる可能性があります。しかし、告示や他の移転価格

法令にはこの重要性の定義はありません。したがって、何をもって重要性

が満たされると解釈するのか、タイ歳入局による今後の正式なガイダンス

提供の有無が注目されます。 

ベンチマーキング分析の免除 

この告示では、提出を要する企業は以下の条件を満たす企業等は、ベンチ

マーキング分析を作成する必要はないと定めています。 

(a) 会計期間の営業収益が 5 億バーツを超えない 

(b) 報告法人と比較して異なる法人税率が適用されている法人と関連者

間取引を行っていない 



(c) 海外で設立された法人との間で、関連者間取引を行っていない 

(d) 前期の会計期間に発生した税務上の損失（繰越欠損金）で、当期の

会計期間の法人税課税所得計算において費用として繰り越された金

額がない。さらに関連者間取引を行った取引相手も繰越欠損金を有

していない。 

つまり、営業収益が 5 億バーツ以下で、繰越欠損金がなく、国境をまたぐ関

連者間取引がなく、同じ法人税率が適用される関連者との取引があるタイ

企業は、ベンチマーキング分析を行わないことを選択できます。しかし、

その他の必要な情報を含むローカルファイルを作成することが求められま

す。興味深いことに、重要な関連者間の取引については、適切な移転価格

算定方法を選択する必要があります。適切な移転価格算定方法を選択する

プロセス自体が技術的にベンチマーキング分析を必要とするため、ベンチ

マーキング分析を行わずに適切な移転価格算定方法のみを選択することで

要件を完全に充足することは困難です。 

加えて、国内の関連者間取引を一方的に分析した結果、ベンチマーキング

分析が必要ないとの結論に至る場合には注意が必要です。一方のタイ企業

が上記の条件を満たしベンチマーキング分析を準備する必要がない場合で

も、他方の関連者であるタイの取引相手が条件を満たさない場合（例え

ば、営業収入が 5 億バーツ以上）は、2 つの企業間の取引についてベンチマ

ーキング分析を準備する必要があるかもしれません。 例えば、A社が、第三

者向けに製造販売している B 社を含むタイの複数のグループ会社に経営指導

サービスを提供している場合、A 社の営業収益が 2 億 5 千万バーツでその他

の条件を満たしていれば、経営指導サービスに関するベンチマーク分析を

作成する必要はありません。しかし、B 社の営業収益が 6 億バーツで、唯一

の関連者間取引が A 社からの経営指導サービスの受領である場合には、同サ

ービスを検証するためのベンチマーク分析を準備する必要があります（前

提として、この取引が重要であるとします）。 

事前確認制度 

また、タイと他国との間で事前確認制度（APA）を取得している企業は、確

認対象期間内であれば APA の確認対象取引に関してベンチマーク分析を行

う必要はありません。しかし、APA を取得している企業は、確認対象取引の

ベンチマーキング分析とは別に他に必要な情報を含むローカルファイルを

作成しなければなりません。また、ローカルファイルに、APA の確認対象取

引に関し選択された移転価格算定方法を記載するか否かについては、疑問

が残ります。 

APA を取得した企業が、APA の確認対象外である他の（重要な）関連者間取

引を行っている場合、これらの取引についてもローカルファイル用のベン

チマーク分析を作成する必要があります。 

言語 

この告示では、歳入局に提出するローカルファイルはタイ語で作成するこ

とが求められています。これにより、タイで活動する外国の多国籍企業

は、英語版とタイ語版の両方の文書を準備する必要があり、追加のコンプ

ライアンス義務が発生します。 

提出 

ローカルファイルは、 法 人等が 所在する LTO（ Large Business Tax 

Administration Division）又はエリア歳入局にて通知を発行した税務調査官



に提出する必要があります。報告法人には、提出が完了したことを証明す

る公式な受領番号が発行されます。 

適用開始日 

この告示は、2021 年 1 月 1 日以降に始まる会計期間に適用されます。タイ

の移転価格税制が 2019 年 1 月 1 日以降の期間に適用されていたことを考え

ると、企業はこれまでの 2019 年及び 2020 年の文書作成においては、従来の

TP 文書作成ガイダンスである Departmental Instruction Paw 113/2001 に従わな

ければならなかったことになります。 

デロイトの考察 

2019 年に移転価格税制が導入された後に、今回の告示の公表により、タイ

歳入局の立場を明確にするローカルファイルの要件が公表されたことは歓

迎すべきことです。法人等は、新しいローカルファイルの報告要件を明確

に理解することが重要です。ローカルファイルの作成を怠ったり、不完全

なローカルファイルを作成したりすると、最高 20 万バーツの罰金が科せら

れる可能性があります。また、移転価格分析が十分に行われていないロー

カルファイルを作成すると、移転価格の調整を受ける可能性があり、その

結果、追徴課税、ペナルティ及び延滞金が科せられることになります。 

また、マスターファイル、国別報告書、APA など、その他の移転価格税制に

関連する事項についても、近日中の法令の公表が待たれます。 
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